
　

毎
年
１
月
末
に
、
総
務
省

か
ら
前
年
の
人
口
移
動
報
告

が
公
表
さ
れ
る
。
今
年
１
月

の
公
表
を
受
け
た
新
聞
各
紙

の
見
出
し
は
「
人
口
の
東
京

一
極
集
中
が
加
速
」
と
い
う

も
の
だ
っ
た
。

　

東
京
一
極
集
中
論
と
は
、

人
口
の
流
れ
が
東
京
圏
（
東

京
都
、
神
奈
川
県
、
埼
玉
県
、

千
葉
県
）
に
向
か
い
、
地
方

圏
だ
け
で
な
く
、
大
阪
圏

（
大
阪
府
、京
都
府
、兵
庫
県
、

奈
良
県
）
も
名
古
屋
圏
（
愛

知
県
、
岐
阜
県
、
三
重
県
）

も
流
出
超
過
に
あ
る
と
の
デ

ー
タ
を
根
拠
と
し
て
い
る
。

　

10
年
前
に
始
ま
っ
た
地
方

創
生
の
政
策
は
、
こ
の
デ
ー

タ
に
基
づ
き
、
多
額
の
財
政

資
金
を
投
入
し
た
。
政
策
の

導
入
当
初
、
政
府
は
「
２
０

２
０
年
ま
で
に
東
京
圏
へ
の

転
入
超
過
を
ゼ
ロ
に
す
る
」

と
の
目
標
を
掲
げ
た
。
ち
な

み
に
、
導
入
直
前
に
あ
た
る

２
０
１
３
年
の
東
京
圏
へ
の

転
入
超
過
数
は
、
約
９
・
７

万
人
だ
っ
た
。

　

だ
が
、
転
入
超
過
数
は
ゼ

ロ
に
向
か
う
ど
こ
ろ
か
、
拡

大
を
続
け
た
。
政
府
は
目
標

達
成
期
限
を
２
０
２
７
年
度
に
先
送
り

し
た
も
の
の
、
23
年
時
点
の
超
過
数
は

約
12
・
７
万
人
と
、
依
然
、
導
入
前
を

上
回
る
水
準
に
あ
る
。

国
外
か
ら
の
流
入
で
全
国

２８
都
道
府
県
が
流
入
超
過
に

　

し
か
し
、
人
口
移
動
の
実
態
は
、「
東

京
一
極
集
中
」
と
い
っ
た
言
葉
で
は
表

し
が
た
い
地
殻
変
動
の
只
中
に

あ
る
。
東
京
一
極
集
中
論
が
根

拠
と
し
て
き
た
デ
ー
タ
は
、
あ

く
ま
で
、
国
内
の
県
境
を
ま
た

ぐ
移
動
だ
け
を
集
計
し
た
も
の

で
あ
る
。
し
か
し
、
各
自
治
体

が
直
面
す
る
人
口
移
動
に
は
、

国
内
だ
け
で
な
く
、
国
境
を
ま

た
ぐ
移
動
が
あ
る
。

　

実
際
、
２
０
２
３
年
中
の
国

境
を
超
え
る
移
動
者
数
は
流

入
・
流
出
の
合
計
で
約
１
０

４
・
７
万
人
と
、
国
内
の
都
道

府
県
間
の
移
動
者
数
約
２
５

４
・
４
万
人
の
４
割
に
も
の
ぼ

る
。
国
内
移
動
だ
け
の
デ
ー
タ

を
基
に
政
策
を
考
え
る
の
は
危

う
い
。

　

図
１
は
、
国
内
他
県
と
の
間

の
人
口
流
出
入
（
ネ
ッ
ト
）
に
、

国
外
と
の
間
の
流
出
入
（
ネ
ッ

ト
）
を
加
え
て
、
各
都
道
府
県

の
人
口
移
動
を
再
計
算
し
た
も

の
だ
。
結
果
は
、
東
京
圏
だ
け
で
な
く

大
阪
圏
も
名
古
屋
圏
も
、
22
年
、
23

年
と
２
年
続
け
て
流
入
超
過
と
な
っ
た
。

国
外
か
ら
の
人
口
流
入
は
、
新
型
コ
ロ

ナ
の
感
染
拡
大
を
背
景
に
21
年
に
流
出

超
過
と
な
っ
た
も
の
の
、
22
年
以
降
は

再
び
流
入
超
過
に
転
じ
、
さ
ら
に
勢
い

を
増
し
て
い
る
。

　

ま
た
最
近
の
特
徴
は
、
国
外
か
ら
の

2020年 2021年 2022年 2023年

流入超数計 流入超数計 流入超数計 流入超数計 うち国外から
の流入超数

うち国内から
の流入超数

全国計 131,514 -14,377 326,640 353,448 353,448 0

東京圏 163,125 84,656 229,544 268,438 141,923 126,515

名古屋圏 -671 -14,782 21,580 25,200 43,521 -18,321

大阪圏 8,601 -9,835 30,426 29,700 30,259 -559

全国市部 157,196 10,738 325,140 349,888 322,009 27,879

全国郡部 -25,682 -25,115 1,500 3,560 31,439 -27,879

図 1　人口流入超数の推移（国内、国外からの人口移動の合算）　　　　（人）

（注1）東京圏は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、名古屋圏は愛知県、岐阜県、三重県、大阪圏は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県。
（注2）全国市部は全国の市と区の合計。全国郡部は全国の町と村の合計。
出所：総務省「住民基本台帳／人口移動報告」をもとに筆者作成。

　日本の労働市場は地殻変動の只中にある。団塊世代が後期高齢者となり、今後、高齢層からの労働力増加は
期待しにくい。一方、急激に進む人手不足の緩和に寄与しているのが、国外からの人口流入だ。在留外国人の
数は、2022年からの２年間で約65万人増加した。流入は全国津々浦々に及び、国内、国外との間の人口移動を
合算すると、全国28都道府県が流入超過となっている（23年）。
　外国人の流入なしには、実質成長率の維持は難しくなる。一方、日本政府は「移民政策はとらない」との基本
方針を堅持している。この矛盾を在留資格の技術的な制度変更で対応している日本だが、いまもって矛盾を
かかえたままの状態であることに変わりはない。

外国からの労働力に依存する日本経済
—全国28都道府県が人口流入超過に
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人
口
流
入
が
全
国
各
地
に
及
ん
で
い
る

こ
と
だ
。
試
算
す
る
と
、
２
０
２
３
年

は
28
都
道
府
県
が
流
入
超
過
と
な
っ
た
。

う
ち
21
道
府
県
は
、
国
内
の
人
口
移
動

だ
け
で
あ
れ
ば
流
出
超
過
な
が
ら
、
国

外
か
ら
の
流
入
超
過
が
こ
れ
を
上
回
り
、

差
し
引
き
で
流
入
超
過
と
な
っ
た
も
の

だ
（
図
２
）。

　

出
入
国
管
理
庁
が
公
表
す
る
統
計＊
１

で

も
、
23
年
末
の
在
留
外
国
人
の
２
年
前

対
比
増
加
率
は
、
東
京
圏
４
都
県
（
22

％
増
）
を
、残
る
43
道
府
県
（
25
％
増
）

が
上
回
る
。
と
り
わ
け
北
海
道
や
九
州

４
県
（
熊
本
、
大
分
、
長
崎
、
佐
賀
）

は
50
％
を
超
え
る
急
増
ぶ
り
だ
。

　

こ
う
し
た
国
外
か
ら
の
流
入
拡
大
の

背
景
に
は
、
国
内
の
労
働
力
不
足
が
あ

る
。
い
ま
や
全
国
の
多
く
の
地
域
で
外

国
人
が
人
手
不
足
を
埋
め
合
わ
せ
る
構

図
が
強
ま
っ
て
い
る
。 

　
「
東
京
一
極
集
中
論
」
に
み
ら
れ
る

よ
う
な
東
京
圏
vs.
非
東
京
圏
、
あ
る
い

は
大
都
市
圏
vs.
地
方
圏
と
い
っ
た
ス
テ

レ
オ
タ
イ
プ
な
見
方
は
、
も
は
や
的
外

れ
だ
。
大
切
な
の
は
、
国
外
か
ら
の
流

入
の
急
増
と
い
う
地
殻
変
動
を
冷
静
に

評
価
し
、
日
本
経
済
、
地
域
経
済
に
と

っ
て
貴
重
な
担
い
手
と
な
る
外
国
人
を

ど
う
適
正
に
遇
し
て
い
く
か
に
あ
る
。

外
国
人
流
入
の
イ
ン
パ
ク
ト
⑴

実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率

　

外
国
人
の
流
入
超
過
は
、
日
本
経
済

に
２
つ
の
意
味
で
プ
ラ
ス
の
効
果
を
も

た
ら
す
。

　

第
１
は
、
人
手
不
足
の
緩
和
で
あ
る
。

日
本
で
は
、
今
後
、
高
齢
化
の
進
行
に

並
行
し
て
、
人
口
減
少
が
加
速
し
て
い

く
。
と
く
に
、
働
き
手
の
中
心
と
な
る

生
産
年
齢
人
口
（
15
〜
64
歳
）
は
、
２

０
２
０
年
か
ら
50
年
ま
で
に
約
１
９
６

９
万
人
減
少
す
る
（
国
立
社
会
保
障
・

人
口
問
題
研
究
所
『
日
本
の
将
来
人
口

推
計
（
令
和
５
年
推
計
）』）。
年
率
マ

イ
ナ
ス
１
・
０
％
と
い
う
猛
ス
ピ
ー
ド

で
、
30
年
間
で
４
分
の
１
が
失
わ
れ
る

計
算
と
な
る
。

　

こ
れ
は
、
次
の
こ
と
を
意
味
す
る
。

実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
、
供
給
面
か
ら

み
る
と
、
次
の
式
で
表
さ
れ
る
。

　

実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率

≒

就
業
者
数
の

伸
び
率
＋
労
働
生
産
性
（
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ

／
就
業
者
数
）
の
伸
び
率

　

こ
こ
で
就
業
者
数
の
伸
び
率
を
生
産

年
齢
人
口
の
伸
び
率
に
等
し
い
と
仮
定

す
れ
ば
、
実
質
成
長
率
は
今
後
30
年
の

間
、
毎
年
平
均
マ
イ
ナ
ス
１
・
０
％
程

度
の
ハ
ン
デ
ィ
キ
ャ
ッ
プ
を
負
う
こ
と

に
な
る
。
実
際
に
は
、
高
齢
者
の
中
に

も
働
い
て
い
る
人
が
多
い
の
で
、
こ
の

数
字
よ
り
は
若
干
緩
和
さ
れ
る
見
込
み

だ
が
、
大
づ
か
み
に
い
え
ば
、
こ
の
よ

う
な
イ
メ
ー
ジ
だ
。
し
た
が
っ
て
、
実

質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の
プ
ラ
ス
を
維
持
す

る
に
は
、
就
業
者
を
増
や
す
こ
と
、
あ

る
い
は
労
働
生
産
性
の
伸
び
率
を
高
め

る
こ
と
で
、
年
率
マ
イ
ナ
ス
１
・
０
％

の
ハ
ン
デ
ィ
キ
ャ
ッ
プ
を
打
ち
返
す
必

要
が
あ
る
。

　

し
か
し
、
労
働
生
産
性
を
伸
ば
す
こ

と
は
必
ず
し
も
簡
単
で
は
な
い
。
１
９

９
２
年
か
ら
２
０
２
３
年
ま
で
の
32
年

間
の
日
本
の
労
働
生
産
性
の
伸
び
率
は

年
率
プ
ラ
ス
０
・
６
％
だ
っ
た
。
２
０

１
１
年
以
降
だ
け
を
と
り
あ
げ
る
と
、

わ
ず
か
年
率
プ
ラ
ス
０
・
１
％
の
伸
び

に
と
ど
ま
る
。
労
働
生
産
性
の
引
き
上

げ
だ
け
で
、
プ
ラ
ス
の
実
質
成
長
率
を

確
保
す
る
の
は
難
し
い
。
ハ
ン
デ
ィ
キ

ャ
ッ
プ
を
打
ち
返
す
に
は
、
労
働
生
産

性
の
向
上
と
就
業
者
の
掘
り
起
こ
し
の

合
わ
せ
技
が
ど
う
し
て
も
必
要
と
な
る
。

女
性
、外
国
人
の

就
労
増
加
が
カ
ギ
を
握
る

　

日
本
で
は
、
１
９
６
０
年
代
半
ば
以

降
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
を
、
高
齢

者
、
女
性
、
外
国
人
の
３
つ
の
カ
テ
ゴ

リ
ー
か
ら
の
労
働
参
加
が
補
っ
て
き
た
。

　

こ
の
う
ち
、
高
齢
者
に
多
く
を
期
待

す
る
の
は
、
今
後
は
難
し
く
な
る
。
な

ぜ
な
ら
ば
、
日
本
の
人
口
の
最
大
勢
力

で
あ
っ
た
団
塊
世
代
（
１
９
４
７
〜
９

年
生
ま
れ
）
が
２
０
２
０
年
代
半
ば
ま

で
に
は
後
期
高
齢
者
入
り
し
、
労
働
市

場
か
ら
の
離
脱
が
進
む
と
予
想
さ
れ
る

か
ら
だ
。
ち
な
み
に
、
日
本
の
高
齢
者

数
は
、
２
０
２
０
年
か
ら
の
30
年
間
で

約
２
８
５
万
人
増
え
る
推
計
に
あ
る
が
、

内
訳
は
75
歳
以
上
の
約
５
７
３
万
人
の

増
加
に
対
し
、
65
〜
74
歳
は
約
２
８
８

万
人
の
減
少
と
な
る
。
す
な
わ
ち
、
65

歳
以
上
層
の
中
で
も
一
段
の
高
齢
化
が

進
む
。
高
齢
層
か
ら
の
就
業
数
は
、
横

ば
い
を
維
持
す
る
の
が
現
実
的
な
目
標

に
な
る
だ
ろ
う
。

　

女
性
の
就
業
者
は
、
過
去
数
十
年
の

間
に
大
幅
に
増
加
し
た
。
生
産
年
齢
人

人口流入超［28都道府県］

国内、国外ともに流入超の都府県  ［ 7 ］ 埼玉、千葉、東京、神奈川、滋賀、大阪、福岡

国外からの流入超数が国内への
流出超数を上回る道府県  ［ 21 ］

北海道、茨城、栃木、群馬、富山、石川、山梨、
長野、岐阜、静岡、愛知、三重、京都、兵庫、
奈良、広島、香川、佐賀、熊本、大分、沖縄

人口流出超［19県］

国内への流出超数が国外からの
流入超数を上回る県  ［ 19 ］

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟、
福井、和歌山、鳥取、島根、岡山、山口、徳島、
愛媛、高知、長崎、宮崎、鹿児島

図 2　都道府県別の人口流出入超数（2023年）

（注）国外との間の人口移動は、全国47都道府県のすべてが人口流入超過となっている。
出所：総務省「住民基本台帳／人口移動報告」をもとに筆者作成。

＊1 人口移動報告も在留外国人統計も、インバウンド観光客のような、国外からの一時滞在者は含まない。



口
に
お
け
る
労
働
力
人
口
比
率
も
、
１

９
９
０
年
代
半
ば
に
は
男
女
格
差
は
30

％
程
度
あ
っ
た
も
の
が
、
現
在
で
は
10

％
程
度
ま
で
縮
ん
で
い
る＊
２

（
図
３
）。

生
産
年
齢
人
口
に
あ
た
る
女
性
の
労
働

力
人
口
比
率
が
、
さ
ら
に
２
０
５
０
年

ま
で
に
10
％
上
昇
し
、
男
性
並
み
の
水

準
に
達
す
れ
ば
、
同
カ
テ
ゴ
リ
ー
か
ら

は
約
２
７
０
万
人
程
度
の
労
働
力
が
増

加
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

な
お
、
女
性
に
関
し
て
は
、
単
に
労

働
力
人
口
の
問
題
だ
け
で
は
な
い
、
深

刻
な
課
題
が
あ
る
。
女
性
の
雇
用
形
態

は
、
現
状
非
正
規
が
約
半
数
を
占
め
、

そ
の
比
率
は
男
性
（
約
２
割
）
に
比
べ

て
は
る
か
に
高
い
。「
男
性
＝
稼
ぐ
人
、

女
性
＝
家
庭
を
守
る
人
」
と
い
う
旧
来

の
社
会
通
念
を
色
濃
く
残
し
た
か
た
ち

で
あ
る
。

　

も
し
雇
用
形
態
が
非
正
規
か
ら
正
規

に
変
わ
り
、
労
働
時
間
も
一
定
程
度
増

え
れ
ば
、
就
業
者
数
が
同
じ
で
あ
っ
て

も
、
労
働
生
産
性
を
高
め
る
こ
と
が
で

き
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
職
場
と
家
庭

の
両
面
で
、
男
性
、
女
性
と
い
っ
た
性

別
に
関
わ
り
の
な
い
柔
軟
な
働
き
方
を

追
求
す
る
必
要
が
あ
る
。
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ

成
長
率
の
落
ち
込
み
を
緩
和
す
る
う
え

で
も
、
き
わ
め
て
重
要
な
課
題
で

あ
る
。

　

外
国
人
の
就
業
者
（
労
働
者
）

総
数
は
、
２
０
２
３
年
で
日
本
の

総
就
業
者
数
の
未
だ
３
％
程
度
に

と
ど
ま
る
。
し
か
し
、
２
０
０
９

年
か
ら
23
年
ま
で
の
日
本
の
就
業

者
の
増
加
数
に
占
め
る
、
外
国
人

就
業
者
の
増
加
数
の
割
合
は
34
％

に
達
し
た
（
図
４
）。
つ
ま
り
、

ス
ト
ッ
ク
で
は
３
％
だ
が
、
過
去

14
年
間
の
フ
ロ
ー
で
み
れ
ば
３
人

に
１
人
が
外
国
人
だ
っ
た
計
算
と

な
る
。

　

実
際
、
在
留
外
国
人
の
数
は
、

２
０
２
２
年
、
23
年
と
年
平
均
プ

ラ
ス
32
・
５
万
人
と
、
急
増
し
て

い
る
。
前
述
の
国
立
社
会
保
障
・

人
口
問
題
研
究
所
の
人
口
推
計
は
、
も

と
も
と
年
平
均
16
・
４
万
人
程
度
の
流

入
超
過
を
見
込
ん
で
い
た
が
、
い
ま
や

倍
増
の
ペ
ー
ス
で
あ
る
。
22
年
、
23
年

は
新
型
コ
ロ
ナ
明
け
の
反
動
増
も
あ
っ

た
と
み
ら
れ
る
た
め
、
こ
れ
ほ
ど
の
流

入
増
加
が
今
後
も
続
く
と
は
考
え
に
く

い
が
、
仮
に
将
来
推
計
人
口
対
比
年
10

〜
13
万
人
程
度
（
15
〜
64
歳
）
上
振
れ

す
る
と
す
れ
ば
、
30
年
間
で
約
３
０
０

〜
３
９
０
万
人
程
度
の
増
加
を
期
待
で

き
る
計
算
と
な
る
。

　

以
上
を
ま
と
め
る
と
、「
将
来
推
計

人
口
」
に
示
さ
れ
た
生
産
年
齢
人
口
の

減
少
（
約
１
９
６
９
万
人
）
に
対
し
、 

①
高
齢
者
は
就
業
者
数
横
ば
い
、
②
女

性
（
生
産
年
齢
人
口
）
の
就
業
者
は
約

２
７
０
万
人
の
増
加
、
③
国
外
か
ら
の

就
業
者
数
は
約
３
０
０
〜
３
９
０
万
人

の
上
振
れ
と
な
り
、
合
計
約
５
７
０
〜

６
６
０
万
人
の
労
働
力
が
新
た
に
付
け

加
わ
る
理
屈
と
な
る
。
こ
れ
は
、
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の
マ
イ
ナ
ス
寄
与
を

０
・
２
〜
０
・
３
％
程
度
緩
和
す
る
規

模
に
あ
た
る
。

外
国
人
流
入
の
イ
ン
パ
ク
ト
⑵

人
口
の
年
齢
別

ア
ン
バ
ラ
ン
ス
の
緩
和

　

国
外
か
ら
の
外
国
人
の
流
入
増
加
が

も
た
ら
す
、
も
う
一
つ
の
プ
ラ
ス
の
効

果
は
、
年
齢
別
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
を
緩
和

す
る
こ
と
だ
。

　

日
本
の
人
口
の
構
成
比
は
、
２
０
２

０
年
時
点
で
年
少
人
口
（
０
〜
14
歳
）

12
％
、
生
産
年
齢
人
口
59
％
、
高
齢
人

口
（
65
歳
以
上
）
29
％
だ
っ
た
。
こ
の

う
ち
年
少
人
口
、
生
産
年
齢
人
口
は
今

後
も
減
り
続
け
る
。
一
方
、
高
齢
人
口

は
長
寿
化
を
背
景
に
２
０
４
０
年
代
半

ば
ご
ろ
ま
で
増
え
続
け
る
。こ
の
結
果
、

２
０
５
０
年
の
構
成
比
は
年
少
人
口
10
＊2「労働力人口」とは、就業中の人と、失業中ながら求職活動を続けている人の合計をいう。また、各年齢階層別の人口に占める労働力人口の割合を「労働力人口比率」という。

図 4　就業者数、外国人就業者数の推移

（注1）外国人就業者（＝外国人労働者）数は各年10月末時点の調査。
（注2）図の就業者数と外国人就業者数は別の統計に依拠しているため、比率は参考としての呈示するもの。
出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」をもとに筆者作成。

就業者数
（万人、A）

外国人就業者数
（万人、B）

（参考）就業者に占める
外国人の比率（B/A）

（参考）
完全失業率

2009年
（リーマンショック後の
完全失業率のピーク年）

6,314 56.3 0.9％ 5.1％

2019年 6,750 172.4 2.6％ 2.4％

2023年 6,747 204.9 3.0％ 2.6％

2009年 ⇒ 2023年 433 148.6 34.3％ -2.5％

（注）労働力人口とは、①就業中の人と②失業中ながら求職活動を続けている人の合計。労働力人
口比率は、各年齢階層の人口に対する労働力人口の割合。
出所：総務省統計局「労働力調査結果」をもとに筆者作成。

0

20

40

60

80

100
（％）

（歳）

男性（1995年）
男性（2023年）
女性（1995年）
女性（2023年）

20
〜
24

15
〜
19

25
〜
29

30
〜
34

35
〜
39

40
〜
44

45
〜
49

50
〜
54

55
〜
59

60
〜
64

65
〜
69

70
以
上

図 3　男女別、年齢階層別の労働力人口比率（1995年〜2023年）



％
、
生
産
年
齢
人
口
53
％
、
高
齢
人
口

37
％
と
、
一
段
と
高
齢
化
が
進
む
。

　

働
き
手
が
生
み
出
す
生
産
物
（
付
加

価
値
）
を
す
べ
て
の
国
民
で
分
か
ち
合

う
と
仮
定
す
れ
ば
、
働
き
手
の
比
率
低

下
に
よ
っ
て
、
国
民
１
人
の
取
り
分
は

縮
小
す
る
。
１
人
あ
た
り
の
取
り
分
、

す
な
わ
ち
「
国
民
１
人
あ
た
り
の
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
」
は
、経
済
学
で
は
「
国

民
の
豊
か
さ
」
を
示
す
一
指
標
と
し
て

重
視
さ
れ
る
が
、
人
口
減
少
と
高
齢
化

が
同
時
に
進
行
す
る
社
会
で
は
、こ
の
伸

び
率
を
維
持
す
る
の
も
簡
単
で
は
な
い
。

　

他
方
、
23
年
中
に
増
加
し
た
在
留
外

国
人
の
年
齢
別
内
訳
を
見
る
と
、
９
割

が
生
産
年
齢
人
口
に
属
す
る
人
々
だ
っ

た
。
し
た
が
っ
て
、
外
国
人
の
流
入
は
、

日
本
の
人
口
の
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
の
緩
和

に
寄
与
す
る
。
模
式
的
に
い
え
ば
、
２

人
の
う
ち
１
人
が
働
く
社
会
で
は
１
人

の
取
り
分
は
１
／
２
だ
が
、
働
く
人
が

１
人
国
外
か
ら
流
入
し
て
３
人
の
う
ち

２
人
が
働
く
社
会
と
な
れ
ば
、
取
り
分

は
２
／
３
に
増
え
る
計
算
で
あ
る
。
外

国
人
へ
の
期
待
は
大
き
い
。

揺
れ
動
く
外
国
人
政
策

　

日
本
の
外
国
人
政
策
は
、
こ
れ
ま
で

大
き
く
揺
れ
動
い
て
き
た
。
政
府
の
基

本
方
針
は
、
い
ま
も
「
移
民
政
策
は
と

ら
な
い
」
で
あ
る
。
移
民
政
策
が
何
を

意
味
す
る
か
に
つ
い
て
政
府
は
、「
一

義
的
な
定
義
は
難
し
い
」
と
し
つ
つ
、

「
例
え
ば
、
一
定
程
度
の
規
模
の
外
国

人
を
、
家
族
ご
と
期
限
を
設
け
る
こ
と

な
く
受
け
入
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
国

家
を
維
持
し
て
い
こ
う
と
す
る
政
策
」

と
し
て
い
る＊
３

。

　

も
っ
と
も
国
内
で
は
、
１
９
８
０
年

代
の
バ
ブ
ル
期
以
降
、
中
小
企
業
を
中

心
に
人
手
不
足
を
訴
え
る
企
業
が
増
え
、

働
き
手
と
し
て
の
外
国
人
へ
の
期
待
が

高
ま
っ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
１
９
９

０
年
に
施
行
さ
れ
た
「
出
入
国
管
理
及

び
難
民
認
定
法
」（
入
管
法
）
の
改
正

で
、
単
純
労
働
は
認
め
な
い
が
、
専
門

的
・
技
術
的
能
力
の
あ
る
外
国
人
を
積

極
的
に
受
け
入
れ
る
と
の
枠
組
み
が
採

用
さ
れ
た
。

　

し
か
し
、
国
内
企
業
の
ニ
ー
ズ
は
む

し
ろ
単
純
労
働
の
方
に
あ
っ
た
。
そ
こ

で
、
１
９
９
３
年
に
、
妥
協
の
産
物
と

し
て
、
入
管
法
の
定
め
る
在
留
資
格
の

一
つ
「
特
定
活
動
」
に
技
能
実
習
を
付

け
加
え
た
。
技
能
実
習
は
、「
移
民
政

策
は
と
ら
な
い
」
と
の
政
府
方
針
に
従

い
、
滞
在
年
数
や
家
族
の
帯
同
に
厳
し

い
制
約
を
課
す
る
な
ど
、
い
わ
ば
タ
テ

マ
エ
と
ホ
ン
ネ
の
狭
間
に
創
ら
れ
た
制

度
だ
っ
た
。

　

し
か
し
、
一
部
受
け
入
れ
企
業
の
劣

悪
な
職
場
環
境
や
不
適
切
な
監
理
団
体

の
存
在
を
背
景
に
、
技
能
実
習
生
が
職

場
か
ら
失
踪
す
る
事
件
が
起
き
、
技
能

実
習
制
度
は
内
外
か
ら
批
判
を
受
け
る

こ
と
と
な
っ
た
。
背
後
に
は
、
妥
協
を

図
る
か
た
ち
で
技
能
実
習
が
在
留
資
格

に
付
け
加
え
ら
れ
、
整
備
が
立
ち
遅
れ

た
こ
と
が
あ
っ
た
だ
ろ
う
。

　

こ
の
事
態
を
ふ
ま
え
、
日
本
政
府
も

２
０
１
９
年
に
、
制
限
を
一
部
緩
和
す

る
か
た
ち
で
、
新
た
な
在
留
資
格
「
特

定
技
能
」を
導
入
し
た
。そ
れ
で
も
、「
技

能
実
習
」
か
ら
の
移
行
は
期
待
ほ
ど
に

は
進
ま
ず
、
２
０
２
４
年
夏
、
政
府
は

い
よ
い
よ
「
技
能
実
習
」
を
廃
止
し
、

「
育
成
就
労
」
と
称
す
る
新
た
な
資
格

制
度
を
設
け
る
法
改
正
を
行
っ
た
。

　
「
育
成
就
労
」
は
、「
特
定
技
能
」
へ

の
移
行
の
一
プ
ロ
セ
ス
と
位
置
づ
け
ら

れ
、
適
正
な
監
理
支
援
機
関
（
監
理
団

体
の
後
継
）
の
も
と
で
運
営
さ
れ
る
こ

と
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
改
正
法

は
27
年
６
月
ま
で
の
ど
こ
か
の
時
点
で

施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
ま

だ
時
間
が
か
か
る
。
ま
た
、「
特
定
技
能
」

は
１
号
と
２
号
に
分
か
れ
て
お
り
、
家

族
の
帯
同
禁
止
や
在
留
年

数
に
か
か
る
制
約
が
緩
和

さ
れ
る
の
は
、
原
則
と
し

て
特
定
技
能
２
号
に
な
っ

て
か
ら
で
あ
る
。
育
成
就

労
、
特
定
技
能
１
号
、
特

定
技
能
２
号
と
い
う
段
階

的
な
プ
ロ
セ
ス
が
、
実
際

に
ど
の
よ
う
に
運
営
さ
れ

る
か
は
、
現
時
点
で
は
っ
き
り
し
な
い
。

　

国
と
し
て
「
移
民
政
策
は
と
ら
な
い
」

と
の
方
針
を
堅
持
し
つ
つ
、
運
用
で
制

約
を
解
除
し
て
い
く
や
り
方
で
外
国
人

を
適
正
に
遇
し
て
い
け
る
か
ど
う
か
は
、

な
お
疑
問
が
残
る
。
こ
う
し
た
状
況
の

も
と
、
外
国
人
と
の
共
生
の
課
題
は
、

も
っ
ぱ
ら
自
治
体
や
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
、
学
校
、
企
業
と
い
っ
た
現
場
任
せ

と
な
っ
て
い
る
感
が
否
め
な
い
。

　

も
ち
ろ
ん
、
外
国
人
政
策
は
、
経
済

の
側
面
だ
け
か
ら
語
る
こ
と
は
で
き
な

い
。
社
会
の
安
定
な
ど
に
も
目
を
配
る

必
要
が
あ
る
。
そ
れ
で
も
、
国
内
の
人

手
不
足
は
一
段
と
強
ま
り
、
各
地
の
企

業
が
外
国
人
に
依
存
せ
ざ
る
を
え
な
い

事
実
も
あ
る
。

　

ど
う
す
れ
ば
、
国
外
か
ら
流
入
し
て

く
る
人
々
を
適
正
に
遇
し
て
い
け
る
か
。

外
国
人
の
流
入
急
増
と
い
う
事
実
か
ら

目
を
背
け
ず
、
外
国
人
政
策
の
あ
り
方

を
基
本
理
念
か
ら
論
じ
る
べ
き
と
き
が

来
て
い
る
。
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